
【健康保険等の加入状況（様式第７号の３）について】 

・令和２年１０月１日より、適切な社会保険に加入していること（※１）が建設業許可の要

件となりました。 

・様式第７号の３の記載事項に変更が生じたときは、２週間以内（当該変更が従業員数のみ

である場合においては、毎事業年度経過後４ヶ月）以内に変更の届出を提出する必要があ

ります。 

※１ 健康保険、厚生年金保険及び雇用保険に関し、全ての適用事業所又は適用事業につ

いて、適用事業所又は適用事業であることの届出を提出した者であること。 

   加入が義務となっていない保険についての加入は不要。 

 

１．社会保険の加入状況の確認に必要となる書類 

 ・提出書類 

  健康保険等の加入状況（様式第７号の３） 

 ・提示書類 

 （１）健康保険及び厚生年金の加入を証明する書類 

    保険料の納入に係る「領収証書」又は「納入証明書（原本）」 

 （２）雇用保険の加入を証明する資料 

    「労働保険概算・確定保険料申告書」の控え 

     保険料の納入に係る「領収済通知書」 

 

２．保険加入義務のある営業所（適用事業所）について 

  社会保険については、法人の事業所（営業所）及び個人経営で常時５人以上の労働者を

使用する事業者（営業所）が適用事業所に該当する。 

  雇用保険については、労働者を１人でも雇用する事業所（営業所）が適用事業所に該当

します。 

 

※ 支店等が小規模な営業所等であるため人事管理部門がある本店で全ての保険加入の

手続きを行っている場合（一括適用の承認や継続事業の一括の認可に係る営業所を除

く。）、当該小規模な営業所等について、様式の「加入保険の有無」の欄は全ての保険に

ついて「１」と記入し、「事業所整理記号等」の欄は本店に記入した内容と同一の内容

を記載します。 

 

※ 建設国保に加入している場合は、法人の営業所又は個人経営で常時５人以上の労働

者を使用する営業所であっても、健康保険の被保険者となるべき従業員が年金事務所

長の承認を受けて全国土木建築国民健康保険組合等の国民健康保険組合に加入してい

る場合は、適用除外（「保険加入の有無」の「健康保険」の欄に「２」と記載）となり



ます。 

また、確認資料として保険料の納入に係る「領収証書」又は加入証明書を提示してく

ださい。 

 

３．社会保険の未加入の場合について 

 ・保険未加入が判明した場合、当該建設業者に対して加入指導を実施します。 

 ・加入指導実施後、一定の期間内に加入状況の報告を求めます。 

 ・一定の期間経過後も未加入の建設業者については、保険担当部局へ情報提供します。 

 ※許可申請時（更新等含む）に社会保険について未加入の場合、不許可処分となりますの

で、十分御注意ください。 

 

【問い合わせ先】 

●青森県知事許可            

 地区名 問い合わせ先 電話番号 

 東青地区 東青地域県民局地域整備部建設管理課 017-728-0200 

 中弘南黒地区 中南地域県民局地域整備部建設管理課 0172-32-0282 

 三八地区 三八地域県民局地域整備部建設管理課 0178-27-5151 

 西北五地区 西北地域県民局地域整備部建設管理課 0173-35-2105 

 上十三地区 上北地域県民局地域整備部建設管理課 0176-23-4311 

 下北地区 下北地域県民局地域整備部建設管理課 0175-22-1231 
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様式第七号の三（第三条、第七条の二関係） （用紙Ａ４）

健 康 保 険 等 の 加　入　状 況

（１）　健康保険等の加入状況は下記のとおりです。

（２）　下記のとおり、健康保険等の加入状況に変更があつたので、提出します。

①許可申請（新規、許可換え新規、般特新規、業種追加、更新）の場合に提出する際は、

「（１）」を○で囲み、「申請者 届出者」の「届出者」を消すとともに、申請時の加入状況を

記入する。

②保険加入の有無に変更があった場合は、「（２）」を○で囲み、「申請者 届出者」の「申
請者」を消すとともに、変更後の加入状況を記入する。

事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組
合にあっては健康保険組合名）を記入する。

役員又は個人事業主を含め全ての人数を
記載して下さい。（建設業以外に従事する
者を含む。） なお、兼業がある場合を除き、
建設業許可申請書の「使用人数」と一致し
た員数を記入する。

（ ）内には、役員又は個人事業主（同居
の親族である従業員を含む。）の人数を記
入する。

許可申請書の営業所一覧表（別紙２（１））
に記載した順に記入する。

一括適用の承認（健康保険及び厚生年金保険）、
継続事業の一括の認可に係る営業所（雇用保
険）については、「本店（○○支店等）一括」と記入
する。

加入は「１」、適用が除外される場合は「２」、

一括適用の場合は「３」を記入する。

※建設国保に加入している場合は、適用除外の「２」を記入す

※保険加入の有無に変更があった場合に提出する際、変更届出書（様式第２２号の２）の添付が不要です。

※「保険加入の有無」に変更があった場合に提出が必要になるので、例えば「従業員数」の変更のみの場合は提出不要です。

※支店等が小規模な営業所等であるため、人事管理部門がある本店で全ての保険加入手続を行っている場合（一括適用の承認、継
続事業の一括の認可に係る営業所を除く）は、「保険加入の有無」及び「事業所整理番号等」欄は本店と同一の内容を記入してくださ
い。



【確認書類の例】

（１）健康保険及び厚生年金保険の保険料の納入に係る領収証書の例

窓口納付の場合

口座振替の場合



（２）健康保険及び厚生年金保険の納入証明書



（３）労働保険料概算・確定保険料申告書の控えの例

（４）雇用保険の納入に係る領収済通知書の例



（５）労働保険料納入通知書事業主控の例　（事務組合加入者）



（５）雇用保険の納入に係る領証証書の例　（事務組合加入者）
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